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１．勢いを増すアセアン

1967年に設立されたアセアン（Association of Southeast 
Asian Nations、東南アジア諸国連合）は、現在、タイ、イ
ンドネシア、シンガポール、フィリピン、マレーシア、ブル
ネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カンボジアの10カ
国により構成されており、2016年の統計で、人口約６億
3862万人、GDP ２兆5547億米ドルという規模を誇っている。

発足当時は政治的な対立を背景として設立されたといわれ
るが、東西冷戦終結後は経済的な結びつきに焦点が当てられ、
1980年代からは投資・貿易の自由化、輸出指向の開放的経済
政策が推進された。その後、1993年にAFTA（ASEAN Free 
Trade Area、アセアン自由貿易地域）と呼ばれる自由貿易協
定が結ばれたことにより、アセアン域内で生産されたすべての
産品にかかる関税障壁を取り除くことができ、さらに2015年
末に発足したAEC（ASEAN Economic Community、アセア
ン経済共同体）により、域内の経済統合がますます勢いを増
してきている。後述するように、今後も人口の増加やGDPの順
調な成長が予測され、市場規模や成長性が有望視されている。

現時点でのアセアンから見た主要国・地域との貿易状況は、
表1-1、1-2に示すとおりであり、アセアンにとって日本は

主要な貿易相手国の一つである。一方、日本から見た貿易状
況は、表2-1、2-2に示すとおりであり、日本にとってもア
セアンは主要な貿易相手である。

なお、日本は東アジア包括的経済連携協定（東アジア
EPA）により、アセアンおよび中国、韓国、インド、オー
ストラリア、ニュージーランドを含む地域において成熟した
経済圏の構築を目指しており、この面からもアセアンは日本
にとって重要な地域であるといえる。また東アジアEPAに
おいては、知的財産権保護の枠組みも検討分野となっている。

２．知財協力に関するアセアン枠組み協定

アセアンでは知財分野においても、さまざまな活動が推進
されてきているので、その動きを簡潔に紹介させていただく。

知財協力に関するアセアン枠組み協定（ASEAN Framework 
Agreement on Intellectual Property Cooperation）が1995
年12月15日に調印された。この協定は、アセアン加盟国間
の貿易および投資における知的財産権の重要性および域内の
知的財産権協力の重要性を認識し、経済発展の基盤を提供す
る知的財産権分野の協力により、加盟国間の繁栄のための自
由貿易体制を実現することを目的としている。さらに、この
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アセアンにおける輸入（2016年）

総額
（米ドル）

割合
アセアン域内 中国 米国 EU 日本

１兆1503億 24.0％ 12.7％ 11.4％ 11.4％ 8.4％

日本における輸入（2016年）

総額
（円）

割合
中国 アセアン EU 米国

66兆420億 25.8％ 15.2％ 12.3％ 11.1％

アセアンにおける輸出（2016年）

総額
（米ドル）

割合
アセアン域内 中国 米国 EU 日本

１兆1052億 21.7％ 19.5％ 9.4％ 9.0％ 7.8％
出典：外務省ウェブサイト

日本における輸出（2016年）

総額
（円）

割合
中国 アセアン EU 米国

70兆358億 20.2％ 17.7％ 14.8％ 11.4％
出典：財務省ウェブサイト「貿易統計」

表1-1　アセアンにおける輸入総額および主要相手国・地域

表1-2　アセアンにおける輸出総額および主要相手国・地域

表2-1　日本における輸入総額および主要相手国・地域

表2-2　日本における輸出総額および主要相手国・地域
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協定は、アセアン地域のダイナミズム、シナジー、成長に貢
献するために、知的財産および関連分野における各国間の緊
密な協力と理解を促進する必要性を認識するものとなった。
そして、この協定に基づき、1996年にAWGIPC（ASEAN 
Working Group on Intellectual Property Cooperation、ア
セアン知財協力ワーキンググループ）が設立された。

以降、知財分野の主な活動の舞台はAWGIPCとなった。
AWGIPCの目標は、国を挙げて知的財産を活用し、アセアン
地域が国際的な知財コミュニティーに積極的な役割を果たす
ことを保証して、アセアンを革新的かつ競争力のある地域に発
展させることである。知的財産権の保護は創造性とイノベー
ションを促して、産業の発展を促進し、加盟国の発展につな
がるという理念が共有されている。アセアンは、AWGIPCを
通して、知的財産に関する政策および制度の地域的枠組みを
改善するための協調的な努力を重ねてきた。具体的には2004
年以来、アセアン知的財産権行動計画を策定し、2015年までさ
まざまな計画の実現に尽力。また2016年から2020年にかけての
アセアン経済統合の加速に伴い、新しい作業計画を作成した。

３．アセアン知的財産権行動計画2016-2025

副題に「知的財産を通して『一つのビジョン、一つのアイ
デンティティー、一つの共同体』の課題に対応」と掲げられ
た新たな行動計画が公表されているので、ここで紹介してお
く。行動計画には今後のアセアンの方向性が表明されており、
その的確な把握が必要であると考える。

＜アセアン知的財産権行動計画2016-2025＞
知的財産は国家的および地域的な社会経済開発目標の達成

に貢献するうえで重要な役割を担っていることが認識されて
いる。アセアン加盟国とアセアンにとって、今後10年間に
予測されるアセアン経済共同体の進化の広範な文脈において
将来の知的財産の在り方を考えることが重要である。した
がって、開発の一手段としての知的財産は、貧困削減、保健、
教育、産業開発、とりわけ貿易を含む社会経済開発戦略の他
の要素との関連においても考慮されるべきである。

より競争の激しいアセアンの2015年以降の環境におい
て、アセアン加盟国はアセアン経済共同体の枠組みに適合す
るように、知的財産に関する国内法と政策を調整するうえで

重要な進歩を遂げるであろう。各国内の知財制度は技術的お
よび手続き的な改善を達成し、知財庁はクライアントに効率
的かつ効果的な「ワールドクラス」のサービスの提供を可能
にする最新のビジネスモデルとプラクティスを採用する予定
である。アセアン経済共同体は知的財産と創造性を有効に活
用することによって、より競争力のある生産的なアセアン地
域を生み出すことが期待されており、ある段階では、輸出量
および輸出額の増加、国内外の直接投資の拡大、世界競争力
年鑑におけるランキングの向上などに貢献する要因の一つに
なる可能性がある。

以上の基本的な考え方に沿って、アセアン知的財産権行動
計画2016-2025が策定された。そのなかでは４つの戦略目標
を掲げている。
（ａ） 戦略目標１：知財庁を強化し、域内の知財インフラ

ストラクチャーを構築することによって、より強固なアセア
ン知財システムを築く。
（ｂ） 戦略目標２：アセアン経済共同体の強化に貢献する

ために、地域知財プラットフォームとインフラストラク
チャーを開発する。
（ｃ） 戦略目標３：拡大されたアセアン知財エコシステム

を開発する。
（ｄ） 戦略目標４：資産の創出および商業化を促進する地

域メカニズム、特に地理的表示と伝統的知識を強化する。

これらの４つの戦略目標の具体策として19のイニシアチ
ブが表明されている。

＜戦略目標１＞
イニシアチブ１：特許、商標、工業デザインサービスを改善
イニシアチブ２：アウトプットの適時性と質の点から知財

サービスの改善を促進
イニシアチブ３：透明性、説明責任、ガバナンスにおける

CMO（Collective Management Organization）の卓越性を促進
イニシアチブ４：地域をまたいで商標や工業デザインに係

る形式要件を調和させる可能性を探索
イニシアチブ５：国際条約への加盟（マドリッド議定書、

ハーグ協定、PCT）
イニシアチブ６：WIPOが管理する他の国際条約に加盟す

るべく努力（各加盟国によって決定される可能性あり）
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イニシアチブ７：主にカンボジア、ラオス、ミャンマーに対す
る持続可能なキャパシティ・ビルディングおよびそれらの開発
レベルに連動した事務所主導型の顧客支援プログラムを開発

＜戦略目標２＞
イニシアチブ８：技術移転事務所やイノベーション・テク

ノロジー・サポート・オフィス（特許ライブラリ）など、地
域向け統合知財サービスの新しいネットワークを開発

イニシアチブ９：特許、商標、著作権、工業デザインの検
索システム、オンラインファイリングシステムなど、接続され
たオンラインサービスを通じて加盟国のサービス提供を改善

イニシアチブ10：電子通信の自動化（翻訳を含む）システ
ム、商標の関係文書システム、オンラインファイリング、地
域の特許および著作権データベースの確立による特許および
著作権情報の共有、地域の工業デザインと商標データベース
の改善――の開発を含め、地域サービスの質を向上させるた
めに近代的情報技術を採用

イニシアチブ11：統計データを含む知財情報の正確かつ定
期的な更新を確実にすることにより、ASEAN IPポータルの
管理を改善し、集中化（例えば、出願件数、登録件数、付与
件数、係属期間）

＜戦略目標３＞
イニシアチブ12：知的財産権執行に関する地域行動計画の

実施
イニシアチブ13：アセアン知財ネットワーク（知的財産、

司法、税関およびその他の執行機関）の構築
イニシアチブ14：民間セクター／知財関連団体（例えば、

AIPA、INTA、WIPOシンガポール事務所）／対話パートナー
との協議を含む、ステークホルダーおよび外部パートナーと
のアセアン内外の関与を強化

イニシアチブ15：知財実務者のための地域認定制度を確立
＜戦略目標４＞
イニシアチブ16：中小・零細企業と創造的セクターのため

の支援スキームの開発を含む、知的財産の保護と利用を促進
するための知的財産の意識およびリスペクトを向上

イニシアチブ17：金融資産としての知財価値の意識を高め
るための知財評価サービスの開発

イニシアチブ18：保護とブランド戦略の開発における生産
部門の能力を向上させることによりアセアンにおけるGI（地
理的表示）の商業化を推進

イニシアチブ19：遺伝資源、伝統的知識、伝統的文化表現・
フォークロア（GRTKTCE）の保護メカニズムを促進

４．アセアン特許審査協力（ASPEC）プログラム

アセアンの知的財産権行動計画2016-2025の要点は以上で
ある。その範囲は多岐にわたるが、構想を掲げて着実に実行
していくものと推察される。本稿では数多くの活動内容のう
ち代表的なプログラムについて触れる。

AWGIPCは知的財産権に関するさまざまなプロジェクト
を推進してきているが、なかでも特筆すべきものとして、ア
セアン特許審査協力（ASPEC）プログラムがある。このプ
ログラムは2009年６月15日に開始され、定期的に見直され
てきているものであり、アセアン加盟国のうち９カ国が参加
している最初のワークシェアリングプログラムである（特許
制度が存在しなかったミャンマーはまだ参加していない）。
出願人はASPEC申請から権利付与までの間、参加国の知財
庁における迅速なプロセスを享受できる。

ASPECの目標は、複雑な手続きを減少させ、特許審査にお
ける先行技術サーチおよび審査業務の時間短縮ならびに品質
向上を達成することである。プログラムに参加している知財
庁にASPEC申請があると、既にサーチおよび審査が終了し
ているアセアンの他の知財庁からサーチ結果と審査結果を入
手することによって、申請された知財庁において審査期間の
短縮化とサーチ結果のアセスメントを行うことができる。一
方、出願人は時間短縮と費用削減という恩恵を受けられる。

知財庁における通常のサーチおよび審査に要する費用は必
要になるが、ASPEC申請自体には費用が掛からない。出願
人は、一定の様式に沿ってASPEC申請書を作成し、他のア
セアン知財庁における審査結果と特許請求の範囲のコピーを
添付して申請する（申請書の様式はhttp://aseanip.org/
E-ASPEC から入手可能）。ASPECプログラムの場合には、
知財庁において英語で実務が遂行されるため、各国言語への
翻訳も不要となる。

５．今後有望なアセアン市場

アセアンは地理的な面や今後の成長性から、日本企業等に
とって大変魅力のある地域といえる。まず、アセアン市場の
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成長性について、アセアン全体の人口とGDPの面から簡単
に説明する。

図１に示すように、アセアン全体の人口は2015年時点で
６億人を超え、2030年までには７億人を上回ると推測されて
いる。アセアンは他の国・地域と比べても非常に多くの人口
を抱える地域であり、この点だけでも有望な市場といえる。

また、図２に示すように、アセアン全体のGDPは2015年
の時点では日本の半分程度であるものの、2030年には日本
と同水準にまで成長すると推測されている。アセアンは今後
10年程度で飛躍的に魅力ある市場に成長するものと考えら
れる。

このように、アセアンは有望な市場として期待されており、
現時点においても既に多くの日本企業がアセアン各国で活動
している。例えば、表３に示すように、2016年時点において、
日本企業の拠点総数が1000以上の国は、インドネシア（５
位）、タイ（６位）、ベトナム（７位）、フィリピン（８位）、
マレーシア（９位）、シンガポール（11位）と６カ国に及ぶ。
既に多くの日本企業がアセアン各国に拠点を設置して事業活
動を行っていることがわかる。

一方、日本企業の知財活動については、アセアン各国に対
して、特許、商標、意匠等の各種出願を行っているが、出願
国によっては積極的な事業サポートというより、あくまで問
題が生じないよう念のために出願しているという場合も多
い。しかし、今後は有望な市場における企業活動を有効にサ

ポートするという視点が強くなり、出願国・地域として米国、
欧州、中国と並ぶようになると考える。

しかし、アセアン各国においては、市場の成長度合いや、
知財制度の利用度合い等がそれぞれの国で大きく異なってい
る。そのため、企業等は、限られた経営資源の投入という観
点から、アセアンにおいて、どの国に、どのような出願をす
れば効果的であるかを検討する必要がある。

そこで、アセアン各国の市場および知財状況について調査
し「アセアンにおいてどの国にどのような出願をすべきなの
か」を検討する際に役立つ情報や視点の抽出・整理を試みる。

表３　各国における日本企業の拠点数
国名 拠点総数（2016年） 順位

インドネシア 1,810 5
タイ 1,783 6
ベトナム 1,687 7
フィリピン 1,440 8
マレーシア 1,362 9
シンガポール 1,141 11
ミャンマー 397 20
カンボジア 270 28
ラオス 130 38
ブルネイ 13 96

外務省領事局政策課（2016）に基づき筆者作成

図２　アセアン・日本におけるGDP推移
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図１　アセアン・日本における人口推移
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2015～2022年はInternational Monetary（2017）、2030年はUnited 
Nations（2015）に基づき筆者作成

2015 ～ 2022年はInternational Monetary（2017）、2030年のアセ
アン全体分はAsian Development Bank Institute（2014）2030年の
日本分は三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016）に基づき筆
者作成
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６．アセアン各国の市場性

表４において、アセアン各国における2015 ～ 2030年の
GDP（億米ドル）、購買力（米ドル）、人口（万人）を調査・整
理している。また、図３～５において、それぞれGDP（億
米ドル）、購買力（米ドル）、人口（万人）の推移を示している。

以下、GDP、購買力、人口の推移について説明する。

6.1　アセアン各国におけるGDPの推移
図３および表４に示すように、GDPにおいては、インド

ネシアが非常に高い。同国のGDPは2015年の時点でも他の
国々よりも高いが、2030年まで順調に成長してその差がさ
らに大きくなると推測されている。

全体的には、2015年時点ではインドネシア、次いでタイ、

続いてフィリピン、シンガポール、マレーシアの群、続いて
ベトナム、さらに続いてミャンマー、カンボジア、ブルネイ、
ラオスの群となっている。そして、2022 ～ 2030年の時点で
は、インドネシア、次いでタイ、マレーシア、フィリピンの
群、続いてベトナム、シンガポールの群、続いてミャンマー、
続いてカンボジア、ブルネイ、ラオスの群となっている。

GDPにおいては、インドネシア、タイ、マレーシア、フィ
リピン、ベトナム、シンガポールが高く、成長性の面ではイ
ンドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナムが注目され
る国であるといえる。

6.2　アセアン各国における購買力の推移
図４および表４に示すように、購買力においては、シンガ

ポール、ブルネイが非常に高い。両国の購買力は、2015年

表４　各国におけるGDP、購買力、人口の推移
国／年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030

ブルネイ
GDP（億米ドル） 129.3 111.8 123.3 125.4 132.7 141.2 155.3 164.5 257.7 
購買力（米ドル） 79,494.1 76,884.0 76,567.6 77,781.5 85,742.2 94,445.2 106,007.4 112,650.4 162,232.5 
人口（万人） 41.7 42.3 42.9 43.4 44.0 44.5 45.0 45.6 49.6 

カンボジア
GDP（億米ドル） 177.9 194.0 209.5 227.7 247.7 268.8 291.2 315.7 548.0 
購買力（米ドル） 3,498.3 3,736.9 4,022.1 4,325.5 4,649.3 4,978.2 5,319.4 5,689.2 8,970.2 
人口（万人） 1,554.3 1,577.6 1,601.3 1,625.3 1,649.7 1,674.4 1,699.5 1,725.0 1,899.1 

インドネシア
GDP（億米ドル） 8,611.4 9,324.5 10,205.2 11,130.7 12,061.5 13,201.4 14,658.4 16,155.6 21,213.4 
購買力（米ドル） 11,155.5 11,720.3 12,432.3 13,216.4 14,057.2 14,939.8 15,879.2 16,886.7 20,869.5 
人口（万人） 25,546.2 25,870.5 26,198.9 26,531.6 26,868.4 27,209.5 27,555.0 27,904.8 29,648.2 

ラオス
GDP（億米ドル） 125.6 137.9 149.7 162.8 178.1 194.8 212.5 231.2 301.1 
購買力（米ドル） 5,369.8 5,709.6 6,115.6 6,549.2 7,026.4 7,520.2 8,057.1 8,614.9 10,597.0 
人口（万人） 702.9 716.3 729.9 743.8 757.9 772.3 787.0 801.9 848.9 

マレーシア
GDP（億米ドル） 2,962.8 2,963.6 3,098.6 3,382.3 3,751.3 4,105.5 4,486.0 4,889.6 6,947.4 
購買力（米ドル） 26,211.2 27,266.7 28,636.3 30,140.9 31,771.2 33,425.5 35,142.1 36,966.7 50,957.7 
人口（万人） 3,118.6 3,166.1 3,219.9 3,274.6 3,330.3 3,386.9 3,444.5 3,503.0 3,610.7 

ミャンマー
GDP（億米ドル） 595.4 663.2 723.7 800.4 887.2 984.2 1,090.1 1,202.2 2,252.6 
購買力（米ドル） 5,457.5 5,831.8 6,360.6 6,948.1 7,580.0 8,261.1 9,008.7 9,833.8 16,627.2 
人口（万人） 5,184.6 5,225.4 5,264.5 5,301.9 5,337.8 5,372.2 5,405.0 5,436.0 6,024.2 

フィリピン
GDP（億米ドル） 2,924.5 3,047.0 3,297.2 3,717.8 4,186.1 4,715.6 5,255.5 5,793.0 6,663.4 
購買力（米ドル） 7,282.3 7,728.1 8,270.5 8,861.8 9,501.4 10,169.8 10,885.9 11,658.8 12,734.1 
人口（万人） 10,215.2 10,419.5 10,627.9 10,840.5 11,057.3 11,278.4 11,504.0 11,734.1 12,357.5 

シンガポール
GDP（億米ドル） 2,968.4 2,969.7 2,918.6 3,009.6 3,103.3 3,199.9 3,302.6 3,408.5 3,978.4 
購買力（米ドル） 86,128.1 87,855.4 90,724.0 94,089.8 97,635.8 101,242.3 105,194.7 109,472.2 118,120.8 
人口（万人） 553.5 560.7 567.5 573.7 579.4 584.6 589.2 593.3 641.8 

タイ
GDP（億米ドル） 3,992.2 4,069.5 4,329.0 4,588.8 4,864.7 5,129.2 5,393.4 5,190.5 8,236.6 
購買力（米ドル） 16,180.4 16,887.6 17,749.7 18,715.5 19,726.0 20,733.4 21,782.6 22,910.4 36,938.9 
人口（万人） 6,883.8 6,898.1 6,909.5 6,918.2 6,925.1 6,930.5 6,934.5 6,934.5 6,825.0 

ベトナム
GDP（億米ドル） 1,912.9 2,013.3 2,158.3 2,325.6 2,504.4 2,699.4 2,912.9 3,141.9 4,394.5 
購買力（米ドル） 6,036.6 6,428.6 6,925.2 7,448.3 7,999.9 8,577.4 9,229.1 9,935.7 12,934.4 
人口（万人） 9,167.8 9,263.7 9,360.7 9,458.7 9,557.7 9,657.7 9,725.3 9,793.4 10,522.0 

購買力：一人当たり国内総生産（購買力平価換算）
2015 ～ 2022年のGDP、購買力、人口はInternational Monetary Fund（2017）、World Economic Outlook Database、2030年の人口はUnited 
Nations（2015）“World Population Prospects”に基づき筆者作成
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時点でも他の国々より高いが、さらに2030年まで順調に成
長すると推測されている。

全体的には、2015年時点では、シンガポール、ブルネイ、
次いでマレーシア、続いてタイ、続いてインドネシア、フィ
リピン、ベトナム、ミャンマー、ラオスの群、続いてカンボ
ジアとなっている。そして、2021 ～ 2030年の間には、シン
ガポールを抜いてブルネイが１位を奪取することが予測され
ている。

購買力においては、ブルネイ、シンガポール、マレーシア、
タイが高く、成長性の面ではこれらに加え、インドネシア、
ミャンマーが注目される国であるといえる。購買力が高い国
は、比較的単価が高額な自動車、電子機器、機械や娯楽品等
の分野の企業が優先して各種出願等を検討すべき国の候補で
あるといえる。

6.3　アセアン各国における人口の推移
図５および表４に示すように、人口においては、インドネ

シアが非常に多い。同国の人口は、2015年時点でも他の国々
よりも多いが、2030年まで順調に増加し、その差がさらに
大きくなると推測されている。

全体的には、2015年の時点では、インドネシア、次いでフィ
リピン、ベトナムの群、続いてタイ、ミャンマーの群、続い
てマレーシア、カンボジア、続いてラオス、シンガポールの
群、続いてブルネイとなっている。そして、2021 ～ 2030年
の時点でも同様の傾向が維持されている。

人口においては、インドネシア、フィリピン、ベトナム、
タイ、ミャンマーが高く、成長性の面ではインドネシア、フィ
リピン、ベトナム、ミャンマーが注目される国であるといえ
る。人口の多い国は、飲食品、日用品、被服、ネットビジネ
ス等の分野の企業が優先して各種出願等を検討すべき国の候
補であるといえる。

人口については、各国における変化率（増加率）は2030
年までの予測を見てもそれほど大きなものではなく、購買力
の推移が市場の魅力度を表すと考えてよいだろう。

以下、次号に続く。
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図３　各国におけるGDPの推移

図４　各国における購買力の推移 図５　各国における人口の推移
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